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年度より科学技術基本計画 は 3 期目を迎え 

た 。 同時に平成 年に第工期の 科学技術基本計画が 

議決定されてから a 年 が経過した。 同計画は 2 期 

3 年～㍑ 年 ) の 年 目を迎えた時点で " 

科学技術政策研究所等を 中心に様々な 評価軸による 

政策評価が実施された。 科学技術基本計画 ( 以下、 

基本計画と略す ) においては 第 1 期 基本計画で約Ⅱ 

期 基本計画でほ 約四兆円の科学技術関係 

予算の増額が 推進された。 第 3 期目においても 

兆円が計上される。 こ け 計画期間中の 対 G 

1% に 達すると見込まれている " このように多額の 

公的資金の投入がなされる 以上ほ。 今後も多様な 観 

点からの政策評価がなされ " 社会的な説明責任を 果 

たしていく必要があ ろう。 このような 

は本報告において『「文部科学 省 技術予測調査 J ( 以 

下 。 技術予測調査と 略す 3 の ヂ 一夕を基に " 基本計 

画における公的研究振興策の 効果を測定する 試みに 

を行 う 。 なお、 この試み ほ 平成 

7 回の技術予測調査結果を 用いて実施し 

た結果を発表している、 。 今回ほ最新の 第 

測 調査結果を用いて 同様の評価を 実施し。 その結果 

を 公表するものであ る。 

、 5 年に一度の頻度で 

デルプ ア イ法による技術予測調査を 実施 L, ている。 

回 目の調査が完了している。 

1 小林俊哉 / 長谷川文生「 査 結果を用いた 科学 

究技術計画 刀研 

ヂ ルファイ法は。 多 

ト調査を実施し。 回答者であ る専門家の意見を 収鍛 

させる手法であ る。 回 目のアンケートにおいて、 

前回の調査結果を 回答者に していただく。 回答 

者は全体の意見の 傾向を傭 轍し、 身の回答を再検 

討 する結果。 意見が収鍛する 傾向を利用した 手法で 

あ る。 その成果は我が 国の科学技術政策立案の 基礎 

料 として重視されている " 技術予 

がいつ頃 実現するか」 を 

の 重要性 " 技術課 

発 上の課題等に 関する 

料 として活用されている。 

何よりも重要な 点 は 。 予測を試みる 技術課 

る 専門家の現時点での 意識を把握することができる 

ことであ る。 

術 開発課題の実現時期、 重 

技術の発展方向について 

の 調査を実施した。 最新の第 国 調査においてほ " 

5 年 ) では。 国内第一線の 専門家 

人 に対し。 哺 研究分野 

時期。 重要度など今後 

ついての調査を 実擁した。 第 7 回調査と第 5 回調査 

7 字 ) の 間 cD R 年間は。 ほ ぼ第 a 期 

年 》の期間に重なった。 

このため基本計画における 公的研究 

とする種々の 科学技術振興策が 国内第一線専門家の 

意識に及ぼした 影響を把握する 手力 ; 力、 りとなし得る 

と我女は考えた " 例えば、 基本計画で重点分野と 指 

た 研究分野の技術課題の 実現予測時期が 第 6 

回と比べて第 7 回において早まっていた 場合にほ 、 

  



基本計画による 研究資金 増 の 種みの振興策が 効を 

奏した可能性として 検討しても良いかもし 

基本計画による 種々の公的振興策の 実施が専門家の 

意識を鼓舞 しヱ ンカレジしてきたか 否かが測定でき 

ると思われる。 残俳ながら第五期基本計画では 重点 

分野成指定されなかったため、 このような観点から 

の 比較検討はできない。 2 5 年 3 月末に終了した 第 

期 基本計画でほ 在 重点分野。 すな む ちライフサイ 

ェンス、 情報通信。 環境。 ナノテクノロジー。 材料 

への戦略的重点化が 指定されたため。 第 7 回技術予 

測 調査結果と第 国技術予測調査結果との 間でこの 

の 養成。 確保を意味する。 「研究開発資金の 拡充」と 

は 、 政府が負担する 研究開発 金の拡充 ( 民間企業 

究 開発助成も含む》を 意味する。 この 

ほ、 アンケート調査に 回答した専門家による 政 

努力への期待の 度合いを示すものであ る。 しかし、 

らほ アンケート調査に 回答した尊 

親 的 評価であ るため、 第 7 回と第 8 回の両調査にお 

いて 同 d の 基準で評価されているとは 限らない。 そ 

回 調査結果で同 

ていたライフサイエンス。 ，清 

信、 ナノテクノロジー。 柁料 3 

ような比較検討が 可能となった。 そ 二で我たは 第 サイエンス分野 毬課 。 情報通信分野㍑ 課 

回 調査結果が公表さ た 現時点でその ょう な比較 検 

討を行ったものであ る。 以下にその内容を 紹介する。 

画 でほライフサイエン 

ス。 情報通信、 環境。 ナノテクノロジー。 材料への 

戦略的重点化が 指定ざね ，た 。 この結果、 この 4 分野 

については。 第 1 期 基本計画に 弓 @ 続いて。 重点的 

突入材の拡充が 戦略的に推進された 

わけであ る。 

さて技術予測調査では。 専門家への質問項目に 予 

測技術課題実現のために 政府が取るべき 振興策とし 

ノテクノロジー。 材料分野 について、 「 人 

材の育成と確保」 と 「 の 拡充」 co 必要 

性を示すデータの 変化を。 第 7 国調査結果時点での 

必要性が平均より 高いグループと 低いグループ と @ こ 

分けて比較した。 必要性の高いバループで 必要性の 

低下が大きく ( もしくは。 必要性の上昇が 小さく ) 

ば 、 政府によって 効果的な 

れていると専門家が 感じていると 考察できる可能性 

があ る。 その結果が下の 表 1 であ る。 「人材の育成と 

確保」 と 「研究開発資金の 拡充」のどちらにおいて 

わ 。 必要性が低下した 課題 は 第 2 回調査特点での 必 

要性が平均より 高いグループの 方に偏っていること 

。 また。 必要性の上昇も 第 7 回調査時点で 

て 何が必要かを 問 う 項目 ( 複数回答 ) が。 第 の 必要性が平均より 高いグループの 方が小さいとい 

項目あ る。 その申に「人材の 育成と確保」 う 結果であ った。 「人材の育成と 確保」 

金の拡充 コの 2 項目が                     究 開発資金 

育成と確保」とほ、 研究者 " 技術者及び研究支援者 の課題を次 

翼下 回 技術予測調査と 

における政府に 期待する 施 

データ出所 : 文部科学 省 科学技術政策研究所 / 財団法人未来工学研究所編㎏ 030 年の科学技術」 20 ㏄ 年 

文部科学 省 科学技術政策研究所 / 財団法人未来工学研究所編 r20El5 年の科学技術」 2005 年 

  



成と昭 」と「研究 発 資金 拡充」 
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表 3  第 7 回 技術予測調査と 第 測 調査における 重点分野 

る 政府に期待する 施策 ( 重要度による 分類 ) 

データ出所 : 文部科学 省 科学技術政策研究所 / 財団法人未来工学研究所 「 20 ㏄年の科学技術」 2004 年 

文部科学 省 科学技術政策研究所 / 財団法人未来工学研究所編 r2035 年の科学技術」 2005 年 

また。 技術予測調査にほ「我が 国にとっての 重要 

度 ( 以下。 重要度と略す ) 」という項目があ る。 これ 

ほ 、 専門家が「その 課 が 我が国にとってどれだ け 

重要か」と感じているかが、 の 指数として 表 

されたものであ る。 我 んは。 専門家が重要と 考えて 

いる分野江重点的に 資源配分されていると 感じてい 

るかを調べるために。 この重要度にも 着目し。 前記 

課題の「人材の 育成と確保」と「研究開発資金 

の拡充」の必要性を 示すデータの 変化を、 第 7 回調 

査結果時点での 重要度が平均より 高いグループ と低 

い グループとに 分けた比較も 行った。 

その結果 は 上記の表 3 であ る。 「研究開発資金の 拡 

充」においては、 第 7 国調査時点での 重要塞が平均 

より高いグループの 方が必要性の 上昇が小さい 傾向 

があ るが、 「人材の育成と 確保」においては、 両 グル 

一プ の間に差はほとんどないという 結果であ った。 

  まとめ 

以上の結果から「研究開発資金の 拡充」では。 必 

要性。 重要性の両観点のどちらからみても 効果的に 

配分がなされていると 専門家が感じているという 傾 

向が読み取れる。 

- 一方「研究人材の 育成と確保」では " 必要性から 

みると効果的に 配分されていると 感じている傾向を 

読み取ることができる。 しかし。 それほ「研究開発 

資金の拡充」にみら るほどではなく。 重要性から 

みると効果的に 配分ざれていると 専門家が感じてい 

向けほとんどみられない。 こ 

できるが、 研究人材はその 育 

成に時間がかかるという 傾向に合致している 可能， 性 

があ る。 この点に着目して 今後、 アンケート調査迂 

回答した専門家に 実際に聞き取り 調査を行ってみる 

ことも検討中であ る。 

  


